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命 令 書

再 審 査 申 立 人 社会福祉法人やまばと会員光園

再審査被申立人 かじみつ福祉労働組合

主 文

Ⅰ 初審命令主文第１項を取り消し、同項に係る救済申立てを棄却する。

Ⅱ 初審命令主文第３項ないし第５項を次のとおり変更する。

再審査申立人社会福祉法人やまばと会員光園は、再審査被申立人かじみつ

福祉労働組合に対し、本命令書受領の日から１０日以内に、下記内容の文書

を交付しなければならない。

記

平成 年 月 日

かじみつ福祉労働組合

執行委員長 Ａ 殿

社会福祉法人やまばと会員光園

理事長 Ｂ

当法人が行った下記の行為は、中央労働委員会において、労働組合法第
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７条第２号又は第３号に該当する不当労働行為であると認定されました。

今後このような行為を繰り返さないように致します。

記

１ 平成１７年１０月２７日、貴組合員に対し、貴組合からの脱退を迫る

ような言動を行い、また、平成１８年５月ころ、組合員名又は組合員数

を聞き出そうとしたこと。

２ Ａ氏の平成１８年６月１日付け人事異動に関して、同年５月２４日付

けで貴組合等から申入れのあった団体交渉において、一方的に交渉を打

ち切るなど、不誠実に対応したこと。

３ 就業規則の変更（平成１８年６月２日下関労働基準監督署届出）に当

たり、貴組合に対し、事前の協議や通知をしなかったこと。

Ⅲ その余の本件再審査申立てを棄却する。

理 由

第１ 事案の概要

１ 本件は、再審査申立人社会福祉法人やまばと会員光園（旧名称は 「社会、

」 、 。福祉法人季朋会員光園 であったが 平成１９年６月２５日付けで変更した

以下、名称変更前後を通じ「法人」といい、また 「平成」の元号を省略す、

る ）が、その職員であって、再審査被申立人かじみつ福祉労働組合（以下。

「 」 。） （ 「 」 「 」組合 という の執行委員長であるＡ 以下 Ａ委員長 あるいは Ａ

という ）に対し、１８年６月１日付けで、法人の設置運営する「知的障害。

者更生施設員光園 （同施設には、入所部と通所部がある ）の入所部から」 。

「高齢者デイサービスセンター陣屋の森 （以下「陣屋の森」という ）に」 。

配置転換したこと（以下「本件配転」という ）が労働組合法（以下「労組。
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法」という ）第７条第１号及び第３号の不当労働行為に当たるほか、法人。

が行ったとする下記（１）から（３）までの行為が不当労働行為に当たると

して、組合及びその上部団体である山口県自治体労働組合連合（以下「山口

自治労連」という ）が同年７月１１日、山口県労働委員会（以下「山口県。

労委」という ）に救済を申し立てた事件である。。

なお、山口自治労連は、本件初審審査中の同月３１日、本件救済申立てを

取り下げた。

（１）以下の支配介入（労組法第７条第３号）

ア 法人の常務理事であったＢ（１９年６月８日理事長就任。以下、常務

理事就任期間中につき 「Ｂ常務」という ）が、１７年１０月５日、、 。

下関労働基準監督署（以下「下関労基署」という ）へいわゆる三六協。

定 労働基準法第３６条 以下 単に 三六協定 という の届出 同（ 。 、 「 」 。） （

月２８日）をする際の「労働者の過半数を代表する者 （以下「労働者」

代表」という ）の選挙（同月１２日）に先立ち行われた組合との団体。

交渉において 「絶対にＡ委員長に労働者代表はさせない 」と発言し、 。

たこと。また、法人が、上記労働者代表選挙の通知（同月８日）前に水

面下でＡ委員長に代わる候補者を募ったり、立候補の届出期限（同月１

１日）を一方的に決めるなどして、組合に選挙活動を十分させなかった

こと。

イ 法人の障害福祉部施設長（同施設長は、知的障害者更生施設員光園園

長でもある ）であったＣ（１７年１２月３１日退職。以下、園長就任。

期間中につき 「Ｃ園長」という ）が、同年１０月２７日、入所部の、 。

支援職員であった組合員Ｄ（組合結成時、副執行委員長。１９年１２月

７日の本件再審査結審時までに退職。以下「Ｄ」という ）に対し、襟。

首をつかみ、組合からの脱退を迫まったこと（以下「本件Ｃ園長言動」

という 。。）



- 4 -

ウ Ｂ常務及び法人の総務部長であるＥ（以下「Ｅ総務部長」という ）。

が、１７年１０月ころ、知的障害者更生施設員光園の厨房職員である組

（ 「 」 。） 、「 。」合員Ｆ 以下 Ｆ という に対し 給食の外部委託を考えている

と発言したこと。

、 、 （ 、 、エ Ｂ常務が １７年１１月２日 法人の運営会議 常務理事 総務部長

総務部研修室長、障害福祉部・高齢福祉部等の各施設長・次長等を構成

員とする ）において 「一部の質の悪い人間が員光園（法人施設）を。 、

変える。悪貨が良貨を駆逐する 」と発言し、法人がその内容を各職場。

に周知したこと。また、Ｂ常務が、１８年１月４日、全職員への年頭あ

いさつで、上記と同趣旨の発言をしたこと。

オ Ｂ常務が、１７年１１月９日、本件Ｃ園長言動に関し、Ｃ園長及びＤ

を事情聴取し 「けんか両成敗」と決めつけて処理したこと。、

カ Ｂ常務が、１７年１２月中旬ころ、法人の理事であったＧ（以下、理

事就任期間中につき 「Ｇ理事」という ）の自宅を訪れ 「組合の執行、 。 、

委員を一人ずつつぶしてやる 」と発言したこと。。

キ 知的障害者更生施設員光園園長であるＨ（１８年１月１日就任。以下

「Ｈ園長」という ）が、同年３月ころ、入所部の支援職員であった組。

合員Ｉ（組合結成時、副執行委員長。本件再審査結審時までに退職。以

下「Ｉ」という ）に対し 「組合を辞めたら主任にしてやる 」と発言。 、 。

したこと。

、 、 、 、ク Ｂ常務が １８年５月ころ Ｉに対し 組合員数を開示するよう求め

また、具体的職員名を挙げ、組合加入の有無を聞いたこと（以下「本件

Ｂ常務発言」という 。。）

ケ Ｅ総務部長が、１８年６月２日、Ｄから山口自治労連作成の不当労働

行為に関するテキストを手渡された際、受取りを拒否し、これを破棄し

たこと。
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（２）以下の不利益取扱い（労組法第７条第１号。ウについては、同条第３号

にも当たる ）。

ア 法人が、Ｄに対し、１７年９月４日及び同月１０日の時間外労働割増

賃金を支払わなかったこと。

イ Ｈ園長が、１８年３月ころから、Ｉに対し、他部署では主任が行って

いる勤務表（職員の１か月間の勤務割一覧表）の作成を行わせているこ

と。

ウ Ｈ園長が １８年６月１４日 入所部の支援職員であった組合員Ｊ 同、 、 （

年８月末退職。以下「Ｊ」という ）に受講を命じていた自閉症の研修。

会（同年７月２９日・３０日、東京）出席のための出張を取り消したこ

と。

（３）以下の団体交渉における法人の対応（労組法第７条第２号）

ア 法人が、本件配転に関する１８年５月２４日申入れの団体交渉（以下

「本件団交」という ）を１回（同月３０日）しか行わず、しかも、交。

渉時間は３０分と短く、組合の交渉継続の申入れにもかかわらず、交渉

途中で一方的に打ち切ったこと。

イ 法人が、雇用及び労働条件にかかわる就業規則の変更（１８年６月２

日下関労基署届出。以下「本件就業規則変更」という ）に当たり、組。

合との事前協議を行わなかったこと。

ウ Ｂ常務が、これまで組合との団体交渉を行うたびに、組合員に対し、

「介護福祉士等の資格をとってからものを言え 」と発言したこと。。

２ 初審における請求する救済の内容は、要旨次のとおりである。

１ 本件配転のなかったものとしての取扱い 原職復帰及びバック・ペイ 夜（ ） 、 （

勤手当相当額）

（２）上記１（１）及び（２）の禁止

（３）誠実交渉
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（４）上記（１）ないし（３）に関する文書掲示

３ 山口県労委は、１９年６月１４日、本件配転は労組法第７条第１号及び第

３号に、本件Ｃ園長言動（ただし、そのうちＣ園長がＤに対し暴力的に振る

。） 、舞ったか否かは断定できないとする 及び本件Ｂ常務発言は同条第３号に

本件団交における法人の対応及び組合との事前協議なしの本件就業規則変更

は同条第２号に当たるとして、法人に対し、①執行委員長のＡに対する知的

障害者更生施設員光園入所部以外の法人の肩書地に所在する施設への配転

（なお、法人の肩書地には、法人の主要な施設が所在する。以下、法人の肩

書地に所在する施設を「本部施設」という 、②組合脱退を迫るような言。）

動及び組合員数又は組合員名を聞き出そうとするような行為の禁止、③就業

規則等の変更に際しての組合との事前の誠実協議、④上記①ないし③に関す

る文書交付を命じ、その余の申立てを棄却することを決定し、同月１９日、

命令書を交付した。

４ １９年６月２０日、法人は、上記初審命令の救済部分の取消しを求めて再

審査を申し立てたが、組合は再審査の申立てをしていないので、本件におい

て再審査の対象となっているのは、上記１の申立事項のうち、本件配転に関

（ （ ） ）、 （ （ ）する部分並びに本件Ｃ園長言動 上記１ １ イ 本件Ｂ常務発言 同 １

ク 、本件団交(同（３）ア）及び本件就業規則変更(同（３）イ)に関する）

部分である。

５ 本件の争点は、次のとおりである。

（１）本件配転は、労組法第７条第１号及び第３号に当たるか（争点１ 。）

（２）本件Ｃ園長言動は、労組法第７条第３号に当たるか（その前提として、

かかる言動の有無 （争点２ 。） ）

（３）本件Ｂ常務発言は、労組法第７条第３号に当たるか（その前提として、

かかる発言の有無 （争点３ 。） ）

（４）本件団交における法人の対応は、労組法第７条第２号に当たるか（争点
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４ 。）

（５）組合との事前協議なしの本件就業規則変更は、労組法第７条第２号又は

第３号に当たるか（争点５ 。）

第２ 当事者の主張の要旨

１ 本件配転（争点１）

次のとおり再審査における主張を付加するほかは、初審命令理由第４の２

（１ （２７～２８頁）のとおりであるから、これを引用する。）

（１）法人

ア 初審命令は、①本件配転は、人選、手続等の面で合理的な理由がある

が、配転先が陣屋の森である（本部施設と陣屋の森との間は車で１０分

の距離にあり、Ａ委員長によるビラ配りや組合費の集金等ができなくな

るなど、組合活動上の不利益が認められる ）ことについては、組合嫌。

悪の情からＡ委員長を排除しようとする意図がうかがわれ、不当労働行

為意思があったと推認される（不利益取扱い 、②本件配転は、Ａ委員）

長の他の組合役員や組合員に対する影響力・指導力の低下と、Ａ委員長

と車の両輪であるところのＤとの分断を図ったものであり、上記①の不

当労働行為意思に基づく支配介入であると判断する。

しかしながら、①本部施設と陣屋の森との間は車で７分の距離である

ことからすると、受忍限度を超えるほど、執行委員長としての組合活動

に不利益を与えるものではないこと（ビラ配り等は他の役員が行えば簡

単に済む。なお、初審において、法人は、本部施設と陣屋の森との間は

車で１０分の距離であると主張したが、誤っているので訂正する 、。）

②本件配転後、Ｄ、Ｉ、Ｊらが依願退職するなどして、現に就労してい

、 （ 、 、る組合員は Ａ委員長のほかにはＫしかいない 仮に この２名以外に

現に就労している組合員が存在するというのであれば、組合は、その氏



- 8 -

名を明らかにすべきである ）から、影響力・指導力を発揮する対象の。

組合役員や組合員は事実上存在しないというべきであり、また、Ａ委員

長から分断しようとする相手もいないことから、上記初審判断は不当で

ある。

イ 初審命令は、Ａに対する保護者の感情等を考慮すると、知的障害者更

生施設員光園入所部に復帰させることは適当でないとして、同入所部以

外の本部施設への配転を命じる。

、 、 （ 「 」 。）しかしながら ①本件配転は 陣屋の森のＬ 以下 Ｌ職員 という

が退職したことに伴うものであり、現在、本部施設に欠員は生じていな

いこと、②Ａは、知的障害者更生施設員光園入所部勤務時に、入所者の

保護者から大きな反発を受けており、この保護者の反発は同通所部にお

いても知れ渡っていること、③特別養護老人ホーム員光園、デイサービ

スセンター員光等の本部施設においては、陣屋の森と異なり、要介護度

の高い利用者を対象としており、十分な介護技術力と対人対応力（利用

者を思いやる心、責任感）を必要とするが、Ａはこれが全く欠如してお

り、しかも、国家資格（介護福祉士等）を有していない上、ホームヘル

パー２級という必要不可欠な資格すらないこと、④陣屋の森は、習熟し

、 「 」た介護職員の補助を必要とするＡにとって 最適な 実務経験習得場所

（介護福祉士受験資格取得のためにも必要）であること、⑤初審判断の

とおり 「Ａ委員長が自身の投薬ミスについて、組合委員長としての立、

場から、看護師の人員不足、看護師の仕事であると主張したのは、看護

師に責任転嫁をするもの」であり、Ａに対する職員の反発は極めて根深

いこと等から、本部施設へのＡの再配転はできない。

また、仮に、本件配転が不当労働行為に当たるのであれば、初審命令

は、Ａを「元の職場に戻せ」と命じるべきであって 「元の職場に戻す、

な、他の部署に配転させよ」と命じるのは、法人の人事権に対する不当
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な制限であり、山口県労委の裁量権の範囲を逸脱した無責任極まりない

ものである（その証拠に、法人における施設の具体的な状況についての

事実認定が全くなされていない 。。）

以上から、上記初審命令は不当である。

（２）組合

ア 初審命令理由第４の２（１）アの①から⑨までに加えて、

⑩ Ｃ園長の「Ｂ常務は組合を毛嫌いしており、その意思は変わらな

い 」との証言から、法人の反組合的意図がうかがえる。。

⑪ 法人及び組合は、１８年１月１６日、山口県労委が同日提示した誠

実団体交渉応諾等を内容とするあっせん案（以下「１８．１．１６あ

っせん案」という ）を受諾したが、本件配転（同年６月１日）はそ。

の直後に行われたものである（すなわち、法人は、１８．１．１６あ

っせん案を受諾したことにより、危機感を募らせ、組合弱体化意図を

有するに至った 。。）

⑫ 本件配転後、組合活動が衰退した（Ｄ、Ｉ、Ｊらが法人の労務政策

に嫌気をさし、依願退職している 。。）

、 。これらを総合判断すれば 本件配転の不当労働行為性は明らかである

イ 法人は、上記（１）アのとおり主張する。

しかしながら、①職員総数１５０名近い本部施設から職員数８名の陣

屋の森への配転は、組合活動の行いにくいポストへの配転であり、Ａ委

員長の組合活動を阻止し又は少なくともこれを困難ならしめる不利益取

扱いであること、②「使用者の切り崩しによって、その使用者の下で雇

用されていた組合員全員が脱退し組合員が皆無となった場合でも、労働

組合は支配介入の排除を求める利益を失うものではない （埼玉新聞。」

。 、 、事件昭和４１年５月２７日埼玉地労委決定 もっとも 本件においては

、 。）組合には複数の組合員が存在しており 当然に救済利益は認められる
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ことから、法人の上記主張は失当であり、初審判断は正当である。

ただし、初審命令が 「法人は組合嫌悪の情からＡ委員長が委員長で、

あるがゆえに情報公開の場を奇貨とし、必要以上に報告し、そのことに

よって保護者会の反発を誘発したものと推認される 」としながら、本。

、 。 、件配転は人選 手続等の面で合理的な理由があると判断する すなわち

法人の一方的な情報公開により醸成された保護者会がＡ委員長の異動を

強く要請していたことについて、本件配転の客観的事情として評価する

ことは、整合性が認められず、失当である。

、 （ ） （ ） 。ウ 法人は 上記 １ イ 山口県労委の裁量権逸脱 のとおり主張する

しかしながら、法人による不当労働行為の結果（上記イの①）を事実

上排除し原状を回復するためには、Ａ委員長の本部施設への配転が必然

であるところ、初審命令は、本件配転に関する保護者会からの強い要請

もあったことにかんがみ、配転先を知的障害者更生施設員光園入所部以

外の本部施設として、法人の人事権に配慮しており、不当に人事権を制

限したものではないから、法人の上記主張は失当であって、初審命令は

正当である。

２ 本件Ｃ園長言動（争点２）

（１）法人

ア Ｃ園長は、Ｄに対し、同人の入所者に対する支援の仕方に問題がある

ため注意及び指導したにすぎず、Ｃ園長がＤの襟首をつかみ、組合から

の脱退を迫った事実はない。

イ 初審命令は、Ｃ園長がＤに対し暴力的に振る舞ったか否かは断定でき

ないとした上で、①Ｃ園長が１７年１０月に至り、ことさらにＤの支援

姿勢を問題視し同人を詰問したのは、極めて不自然であること、②その

際、Ｃ園長が、ＤとＡ委員長との関係に問題があるとして、Ａ委員長の

ことを持ち出したのは納得できる根拠に乏しいことから、法人による組
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合運営に対する支配介入があったと判断する。

しかしながら、①当時、全国的に社会福祉法人施設内での虐待が問題

化しており、Ｃ園長が、大きな期待をかけていたＤに対し、園長として

注意及び指導するのは極めて自然なことであり、ことさらにＤの支援姿

勢を詰問したものではないこと、②Ｃ園長がＡのことを持ち出したのは

事実であるが、それは、Ｃ園長がＤに対する期待の大きさを表現する際

（ 、のＣ園長特有の言葉とジェスチャー 熱意を込めて注意及び指導した際

、 、 ）Ｄの肩に手をかけ また ことのついでにＡのことを話した程度のもの

にすぎないこと、③なお、Ｃ園長がＤを呼び出したとする初審事実認定

は誤っており、Ｃ園長は、Ｄが中庭で入所者と話しているところにたま

たま通りかかったものにすぎないこと等からみて、上記初審判断は不当

である。

（２）組合

初審事実認定及び判断のとおりであり、法人の上記主張は失当である。

３ 本件Ｂ常務発言（争点３）

（１）法人

ア 本件Ｂ常務発言に係る事実はない。

イ 初審命令は、①本件Ｂ常務発言に係るＩの証言が具体的かつ詳細であ

り、他方、Ｂ常務と同席していたＨ園長は、Ｉの証言を簡単に否定する

にとどまっていること、②１８．１．１６あっせん案受諾後の本件労使

間における「法人の一連の態度及び姿勢」からすると、Ｉの証言は信用

できないものではないこと、③Ｂ常務とＨ園長は、Ｉが当時、組合活動

から離れていたことを十分認識しており、これを奇貨として組合事情を

聞き出そうとした意図がうかがえること、④本件Ｂ常務発言は本件配転

（１８年６月１日）前の同年５月ころになされたものであり 「一連の、

流れ」からすると、組合の切り崩しを図る法人の意図は否定できないこ
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と等から、法人による組合運営に対する支配介入があったと判断する。

しかしながら、①作り事であっても詳細に述べることは簡単であり、

逆に存在しないものを存在しないと否定するには 「言っていない」と、

の一言で済む。②１８．１．１６あっせん案受諾後、本件Ｂ常務発言ま

での間において、初審が法人による不当労働行為を認めたものは一つも

なく 「法人の一連の態度・姿勢」といっても、Ｉの証言を裏付けるも、

のなどない。③法人において、Ｉが組合活動から離れていたことを認識

していたことは、初審判断とは逆に、不当労働行為意思がなかったこと

を証明しており、上記②のとおり「一連の流れ」といっても何もないの

であるから、不当労働行為意思は認定できない。上記初審判断は不当で

ある。

（２）組合

法人は、上記のとおり主張する。

しかしながら、組合の切り崩しを図る法人の意図は、１８．１．１６あ

っせん案受諾時よりもさらに遡って認定すべきであり、Ｂ常務の強い不当

労働行為意思は、Ｇ理事宅での「組合の執行委員を一人ずつつぶしてや

る 」との発言（１７年１２月中旬ころ）から明白である。本件Ｂ常務発。

言は、組合活動が活発化し、労使間の対立が直接的に明らかとなった時期

になされたものであることからも、法人の上記主張は失当であり、初審判

断は正当である。

４ 本件団交における法人の対応（争点４）

（１）法人

本件団交においては、法人は、本件配転の理由について十分説明したの

に対し、組合が「Ａ委員長の異動は認められない。夜勤手当がなくなるの

でこれを補償してほしい 」との主張を繰り返し、法人は到底これを認め。

ることができず、議論が堂々巡りに陥ったものである。したがって、法人
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が３０分程度で本件団交を打ち切ったとしても、不誠実団体交渉には当た

らない。

（２）組合

初審事実認定及び判断のとおりであり、法人の上記主張は失当である。

５ 本件就業規則変更（争点５）

（１）法人

ア 本件就業規則変更は、労働基準法第８９条及び第９０条に基づき適正

になされたもので、その届出書には、労働者代表であるＭ（以下「Ｍ職

員」という ）の意見書も添付されており、何ら問題はない。したがっ。

て、法人が組合との事前協議を行わなかったからといって、団体交渉拒

否には当たらない。

イ 初審命令は、組合は、組合員名を匿名にしているため、その実態が不

明であるという疑問があるものの、組合活動を現実に行っているのに、

法人は、本件就業規則変更の際、労働者代表の意見のみを聞き、職員全

体に対する説明を行っていないのであるから、組合との事前協議なしの

本件就業規則変更は、不当な団体交渉回避にほかならず、団体交渉拒否

に当たると判断する。

しかしながら、組合は、法人に対し故意にその実態を明らかにしなか

ったのであり、このような不誠実な組合に対して、信義則上、就業規則

変更の事前通告及び協議は不要と解すべきであるから、上記初審判断は

不当である。

（２）組合

ア 法人は、上記（１）アのとおり主張する。

しかしながら、①法人及び組合との間で取り交わした１７年６月４日

付け協定書（以下「１７．６．４協定書」という ）第１項は 「賃金。 、

及び労働条件の変更及び決定については、労使対等の原則に基づき、労
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使が誠意ある交渉を行う 」旨規定していること、②本件就業規則変更。

は、労働条件の全般的かつ重要な変更を伴うこと、③本件就業規則変更

に際し、労働者全体に対する説明及び労働者代表選挙が行われていない

こと、④三六協定締結の際の労働者代表選挙（同年１０月１２日）にお

いて、Ａ委員長も立候補した経緯があること等から、法人は、本件就業

規則変更に際し、組合に対して少なくとも事前の通告をすべき義務があ

り、法人の上記主張は失当である。

イ 法人は、上記（１）イのとおり主張する。

しかしながら、①組合が組合員の名前を明らかにすれば、法人が組合

加入を理由とする不利益取扱いを暗示するなどして、組合の切り崩しに

かかることは必至であり、②組合は、組合結成翌日（１７年３月２日）

に結成通知書（組合役員名明記）を法人に交付し、その後、法人との間

で団体交渉を行い協定を締結しているのであるから、法人にとって、組

合の実態、活動内容等は明らかであったから、法人の上記主張は失当で

あり、初審判断は正当である。

第３ 当委員会の認定した事実

１ 当事者

（１）法人

ア 法人は、第一種社会福祉事業（知的障害者更生施設及び特別養護老人

ホームの設置運営）及び第二種社会福祉事業（老人・身体障害者・知的

障害者・児童の短期入所事業、老人・身体障害者のデイサービス事業等

に係る施設の設置運営）を目的として、３年７月１２日に設立された社

会福祉法人である。職員数は、パート職員を含めて１４５名（１８年８

月１日現在）である。

イ 法人の組織は、理事会（理事７名。うち、理事長１名及び常務理事１
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名 、監事（２名 、評議員会（評議員１５名）並びに総務部、業務推） ）

進部、障害福祉部及び高齢福祉部から成る。理事会は、法人の業務を決

定する（ただし、日常の軽易な業務については、理事長が専決し、これ

）。 、 。 、を理事会に報告する 理事長及び常務理事は 法人を代表する また

法人が設置運営する施設、その業務内容等は 「法人施設一覧表」のと、

おりであり、同施設には、障害福祉部及び高齢福祉部に所属する職員が

配置されている。

（２）組合

ア 組合は、１７年３月１日に法人の職員を構成員として結成された労働

組合であり、結成当初から山口自治労連に加盟している。組合は、組合

員の名前（役員を除く ）及び組合員数を公表していない。組合結成時。

の役員は、Ａ委員長外５名（副執行委員長に、Ｉ及びＤ外１名。書記長

・書記次長各１名）で、その勤務部署別内訳は、知的障害者更生施設員

光園４名、新型特別養護老人ホーム員光園１名及び陣屋の森１名となっ

ていた。なお、組合員の一部は、法人を退職した後も組合に在籍してい

る。

イ Ａ（昭和２７年４月２９日生）は、５年４月１日付けで法人に採用さ

れ、高齢福祉部の介護職員（ 介助員 ）として１年間勤務した後、６「 」

年４月１日付けで、障害福祉部の支援職員（ 指導員 ）として知的障「 」

害者更生施設員光園入所部に異動した。その後、Ａは、同入所部に１２

、 （ ） 、 、年２か月間勤務した後 下記２ 25 のとおり １８年６月１日付けで

高齢福祉部の介護職員（ 介護職 ）として陣屋の森に配置転換（本件「 」

配転）され、本件再審査結審時に至っている。

２ 本件の経緯

（ ） 、 、 、 （ ）１ １７年３月２日 組合は 法人に対し 組合結成通知書 役員名簿添付

を交付するとともに、６項目にわたる要求書を提出し、団体交渉を申し入
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れた。要求事項は、要旨次のとおりである。

要求事項

１ 法人は、賃金及び労働条件の変更については、労使対等の原則に基づき、

誠意ある交渉を行う。

２ 法人は、給料表などの賃金規程を開示し、一方的な賃金改定は行わない。

３ 法人は、施設間の異動を行う場合には、事前に希望調査を行い、公平・公

正な異動に努め、本人の同意を得る。

４ 法人は、１７年４月からの勤務条件の変更（宿直明けの公休扱い等）を発

表したが、労使協議に付すまで現行の制度で行う。

５ 法人は、不当労働行為を行わない。

６ 法人は、組合に対し、組合事務所及び掲示板を貸与する。

、 、 、 （ ） 、 ．その後 法人及び組合は 団体交渉を行い 下記 ４ のとおり １７

６．４協定書を取り交わした。

（ ） 、 、 、２ １７年４月１２日 法人は Ｂ常務はじめ各部門の部・次長等出席の上

今後の業務運営に関し運営会議を開催し、１３項目について協議及び検討

を行った。協議及び検討項目は、次のとおりである。

協議及び検討項目

１ 業務効率化のためのパソコン増設（その必要性の有無）

２ 時間外勤務抑制の対策（時間管理の徹底）

３ 会議及び終礼における指示事項の周知徹底

４ 夜勤における仮眠の問題

５ 夜勤と宿直の体制見直し

６ 食事時間と入浴時間の見直し

７ 業績評価（各部門の評価基準等）

８ 利用者に対する不適切な行為

９ 定期昇給、年功の見直し

10 給料表の等級適用（有資格者、無資格者、事務職）

11 管理職の責任（自分の言葉で語ること等）

12 持ち場を離れる際の上司の許可

13 人事異動の必要性、キャリアアップ
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上記項目のうち、項目１３に関する協議及び検討の具体的な内容は、要

旨次のとおりである。すなわち、①異動は業務上やむを得ない（資格を必

要とする部署の有資格者を異動させれば、他の有資格者の異動も必要とな

る 、②職員の組合せ、バランスを考えなければならない（マンネリを。）

解消するため、何年かに一度は替えなければならない 、③将来的に「キ。）

ャリア化」が法整備され、介護福祉士がいなければ「減算」の対象になる

（積極的に職員のキャリアアップを図る 、④介護福祉士受験資格を取。）

得するには、高齢福祉部における介護業務（ 介助員 「介護職 ）の経「 」、 」

験年数が３年必要であり、障害福祉部における支援業務（ 支援員 「指「 」、

導員 ）の経験が何年あってもこれを取得できない（早急に障害福祉部か」

ら高齢福祉部への異動を実施する必要がある 、⑤資格を取得すれば処。）

遇が上がるシステムにしていくなどとするものであった。

なお、社会保障審議会介護保険部会（部会長貝塚啓明）の１６年７月３

０日付け報告書「介護保険制度の見直しに関する意見」においては 「介、

護職員について、将来的には介護福祉士を基本とする方向で研修等の体系

的な見直しを行うとともに、施設長・管理者について研修等の強化を図

る 」とされている。。

（３）１７年５月、これまで介護職員として新型特別養護老人ホーム員光園に

勤務していたＤ（１１年法人採用）は、知的障害者更生施設員光園入所部

に異動した。この異動は、同入所部に欠員（職員１名退職）が生じていた

こと、また、Ｃ園長が 「Ｄは、非常に明るい性格である。未熟なところ、

はあるけれども、Ｄのような明るさで、自分でお尻は拭けない、自分でも

のはいえないという子（入所者）ばかりの園（同入所部）において、３０

名の子の支援をしてもらえるならば、いい園になる 」との思いから、Ｂ。

常務に対し、Ｄの同入所部への転入を希望する旨伝えていたこと等による

ものであった。



- 18 -

（４）１７年６月４日、法人及び組合は、６項目にわたる１７．６．４協定書

を取り交わした。その内容は、要旨次のとおりである。

１７．６．４協定書

１ 賃金及び労働条件の変更及び決定については、労使対等の原則に基づき、

法人及び組合が誠意ある交渉を行う。

２ （略）

３ 法人は、職員の施設間異動に関しては、本人の希望を考慮し、公平公正・

適材適所の配置に努め、緊急の場合を除いて、１週間から１０日前に通知す

る。組合は、法人の経営権を尊重する。

４ （略）

５ 法人は、不当労働行為を行わない。

６ 法人は、組合に組合事務所及び掲示板を貸与する。なお、組合事務所貸与

の条件については、別途協議する。

なお、その後、組合事務所貸与の条件（使用料等）をめぐって、法人と

組合との間で折り合いがつかず、組合事務所は貸与されないままとなって

いる（本件再審査結審時 。）

（５）１７年６月１１日午前８時すぎ、知的障害者更生施設員光園の食堂にお

いて、Ａは、Ｎ 入所者に服用させるべき薬の包みを開けたまま薬トレー１

の中に置き忘れ、服用させずに宿直明けの勤務を終了した（以下「１７．

６．１１事故」という 。これは、Ａが、Ｎ 入所者に朝食前の手洗いを。） １

指導中、Ｎ 入所者が胸部（乳がん）手術部位のガーゼを外し、手術痕を１

かきむしって出血したため、その処置に気を取られたことによるものであ

った。間もなく他の職員が、Ａの薬の置き忘れに気付き、直ちにＮ 入所１

者に服用させ、大事には至らなかった。

同日、Ａは、Ｃ園長に事故等報告書（ 発生日時 「発生状況 「発生「 」、 」、

の原因 「事後の対応 「改善策等」等１２項目から成る１枚紙の所定」、 」、

様式）を提出した。その中で、Ａは、事故の発生状況等のほか、①万一他

の利用者が誤って薬をのんだ場合、事故につながるので、上記報告書を提
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出した、②同じミスを繰り返さないよう注意したいと思いますなどと記載

していた。

（６） １７年１０月２７日午前９時３０分ころ、Ｃ園長は、宿直明けのＤが知

的障害者更生施設員光園の中庭でＮ 入所者と話をしているところを見か２

け、中庭に出た。Ｃ園長は、入所部に転入して間もないＤに対し、同人の

日ごろの支援の仕方について 「何回言っても分からないのが知的障害者、

であり、知的障害者であるから、ここに入所している。入所者に対して怒

鳴るように声をかけるのは虐待の一種である 」などと注意した。。

その上で、Ｃ園長は、Ｄに対し 「職安に行かせたくない 「Ａと立、 。」、

場が違う 「Ａとつるんでいてはいけない 「不当労働行為というの。」、 。」、

はもう少し正確にとらえなければ 」などと発言した。しかし、Ｄは、突。

然の話であったため、その場においては、Ｃ園長の上記発言がどういう意

味なのかよく理解できなかったこともあり、特段の応答はしなかった。

上記の間（１５分間程度 、Ｃ園長は、最初は立ったまま話をしていた）

が、途中からＤとベンチに腰掛け（Ｄの左側 、Ｄの肩か後ろ襟首辺りに）

右手を置き、引き寄せるように顔を近づけたりして、話をした。

なお、当時、入所者に体罰を加えていたとして、山口県が山口市所在の

「知的障害者福祉施設るりがくえん」への特別監査を行うなど、全国的に

社会福祉法人施設内における虐待が問題化しており、Ｃ園長も神経をとが

らせていた。ちなみに 「知的障害者福祉施設るりがくえん」における上、

記体罰の状況や上記特別監査の実施を山口県において決定したこと等が、

１７年１０月７日の新聞等で報道されていた。

（７） １７年１０月２８日、法人は、同月１２日の労働者代表選挙で選出され

（ ）た知的障害者更生施設員光園通所部の支援職員であったＭ職員 非組合員

を労働者代表として締結した三六協定について、下関労基署へ届け出た。

上記労働者代表選挙には、Ｍ職員及びＡ委員長が立候補し、獲得票数は、
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Ｍ職員が７７票、Ａ委員長が４７票（選挙人数１３９名、投票総数１２９

票、欠席票１０票。無効票５票）であった。

なお、法人は、上記労働者代表選挙の際、同月８日に職員に対し 「今、

般、法人では労使協定（労働基準法第３６条等）を締結・届出するに当た

り、協定当事者たる労働者代表を選出する必要が生じました 」と通知し。

た。その後、法人は、労働者代表選挙を実施することなく、Ｍ職員を労働

者代表として、下記（11）のとおり「定年退職後の再雇用制度に関する協

定書」を取り交わし、下記（26）のとおり下関労基署へ本件就業規則変更

を届け出ている。

（８）１７年１０月３１日、組合は、法人が、①Ｂ常務やＣ園長らにより、組

合及び組合員に対し、団結権を阻害し、不当介入している、②団体交渉を

誠実に行っていないなどとして、山口県労委にあっせん（１７年（調）第

８号事件）を申請した

（９）１７年１２月中旬ころ、Ｂ常務は、法人の理事２名ほどから、組合から

当該理事あてに「何か変な」文書が届いている旨の電話による報告を受け

た。Ｂ常務は、すべての理事あてに同様の文書が届いていると考え、これ

を見せてもらうため、本部施設から近いＧ理事宅を訪ねた。すると、Ｇ理

事にもそのような文書が届いており、これを読んだＢ常務は、Ｇ理事に対

し 「組合が出す文書は、何でもうそばかりで、出たらめの作り話が多い、

から、あまり気にしないで下さい 」などと話した。。

（10）１８年１月１６日、山口県労委は、１７年（調）第８号事件において、

法人及び組合に対し１８．１．１６あっせん案を提示し、同日のうちに、

これを双方受諾した。その内容は、要旨①法人及び組合は、使用者が労働

者に対し、労働組合への加入又は組合活動に直接的及び間接的に圧力を加

える行為は不当労働行為に該当する可能性が高いことを改めて確認する、

②法人及び組合は、山口県労委が別に提示する「団体交渉に関する協定書
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（案 」を参考として、団体交渉の基本的ルール化に努める等とするもの）

であった。

その後、法人及び組合は、上記②を踏まえ、同月２０日 「労働協約の、

締結、改廃、運用に関する事項 「労働条件の改定、改廃に関する事項」」、

及び「その他法人及び組合双方が必要と認めた事項」を団体交渉事項とす

る（第４項）等の内容の団体交渉の運営についての協定書（以下「１８．

１．２０協定書」という ）を取り交わした。。

（11）１８年２月１日、法人は、Ｍ職員を労働者代表として 「定年退職後の、

再雇用制度に関する協定書」を取り交わした。その内容は、同協定書２条

に定める再雇用対象者の基準に該当する者と再雇用契約を結び、①再雇用

期間を１年とする、②再度基準を満たした者は６５歳まで再雇用契約を更

新する等とするものであった。

（12）１８年３月７日午後５時すぎ、知的障害者更生施設員光園の食堂におい

て、Ａは、Ｎ 入所者外入所者５名に対し、夕食時に服用させるべき薬と１

翌日の朝食時に服用させるため用意されていた薬とを取り違え、翌日朝食

時の薬を服用させてしまった（以下「１８．３．７事故」という 。こ。）

れは、看護師であるＯ（以下「Ｏ看護師」という ）が、事前に、これま。

でと同じ方法により、すなわち、入所者個人の名前を明記した上、夕食時

に服用させる薬（２２名分）を青色の箱に、翌日の朝食時に服用させる薬

（２３名分）を赤色の箱に仕分けして、職員室に置いていたところ、Ａが

うっかり薬箱を取り違えたことによるものであった。Ａは、途中でその間

違いに気付き、職員室に居合わせたＯ看護師及び他の職員らにその旨を伝

えた。そこで、同人らが、上記入所者６名の朝夕に服用すべき薬の種類及

び量を確認した上、Ｏ看護師において、薬の種類の異なっていたＮ 入所１

者を様子観察とし、また、薬の量が不足していたＮ 入所者、Ｎ 入所者３ ４

及びＮ 入所者に追加投薬し、大事には至らなかった。その余の入所者２５



- 22 -

名については、朝夕の薬内容（種類及び量）は同一であった。

障害福祉部次長であるＰは、Ａの上記報告を受け、Ｎ 入所者の保護者１

に連絡した。

なお 朝夕の上記薬の種類は ケイレン発作又はてんかん発作抑制剤 ア、 、 （

レビアチン散、リボトリール錠、デパケンシロップ等 、興奮抑制・精神）

安定剤（セロクエル錠、レキソタン錠等 、催眠・鎮静剤（リスパダール）

錠 、低血圧症治療薬（リズミック錠 、肥厚性瘢痕治療薬（リザラスト） ）

カプセル）等であり、いずれも、いわゆる「重大な副作用 「慎重投与」」、

などとされるものであった。

同日、当日の仕事を終えて職員室に戻ったＡは 「薬は看護師の業務に、

してほしい 」などと発言し、これを聞いたＯ看護師は、立ち上がって、。

「それはやった人の責任でしょう 」と言い返した。。

翌８日、Ａは、就任して間もないＨ園長に対し、１８．３．７事故に関

する事故等報告書を提出した。同報告書には、①自分の思い込みで、朝夕

の薬箱の違いに気付かず、職員室より薬を食堂に運び、入所者に服用させ

てしまった、②以後二度とこのような不始末はしないことをお誓い申し上

。 、 、 ． ．げますなどの記載があった その数日のうちに Ｈ園長は Ａが１７ ６

１１事故も起こしていたことを知り、Ａに対し、二度も事故を起こしたの

であるからとして、同月１０日及び１６日の二度にわたって、始末書を書

くよう求めたが、Ａはこれに応じなかった。Ｈ園長は、同月１７日ころ、

、 、改めて始末書を書くよう求めたがこれにも応じなかったので Ａの面前で

上記事故等報告書の左下余白部分に 「園長命として始末書扱いとする 」、 。

と書き入れた。

（13）１８年３月８日、法人及び組合は、春闘に関する団体交渉を行い、その

中で、１８．３．７事故に話が及んだ。組合側は、Ａ委員長及びＤが、投

薬は本来看護師が行うべきであると主張し、看護師１名を増員するよう要
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求した。これに対し、法人側は、Ｈ園長が、行政の基準どおりに看護師を

配置しており、組合の要求には応じられない旨答えた。

なお、知的障害者更生施設員光園入所部においては、看護師の人数（Ｏ

看護師１名）及び勤務時間との関係で、平日の朝食後及び昼食後における

入所者への投薬はＯ看護師が行い、平日の夕食後及び土日・祭日における

入所者への投薬は、支援職員が行うことになっていた。

（14）１８年４月１日、法人は、障害者自立支援法（１７年１１月７日法律第

１２３号）の施行に伴い、厚生労働省の説明及び指導（東京・全国社会福

祉法人施設長会議等）に基づくものとして、利用者との「知的障害者更生

施設サービス利用契約書」を改め、新たに「事業者は、本契約に基づく内

容について、利用者の質問等に対して適切に説明しなければならない 」。

（第７条第２項）との規定を設けた（以下「新契約書」という 。。）

なお、知的障害者更生施設員光園利用者の保護者は、保護者会（ やま「

ばと会 ）を組織している。その規約によれば、利用者の保護者は、利用」

者の同施設利用開始月をもって 自動的に入会とする とされている 第、「 」 （

６条 。やまばと会は、定例会議として、入所部保護者会及び通所部保護）

者会をそれぞれ毎月１回、合同保護者会総会を年１回開催している。これ

らの定例会議には、毎回、法人から常務理事、同施設園長、障害福祉部次

長らが出席するのが通例であり、出席した常務理事らは、同施設入所部及

び通所部の運営状況等を報告するとともに、保護者の意見・要望等を直接

聞くこととしていた。保護者会会長には、１４年４月からＱ（以下「Ｑ保

護者会会長」という ）が就任しており、同人は、法人の監事でもある。。

（15）１８年４月１５日、合同保護者会総会（出席保護者数４１名。外に委任

出席２名）が開催され、法人側から出席したＨ園長は、新契約書の内容に

、 、ついて説明した上で 新契約書第７条第２項に基づき情報公開するとして

１８．３．７事故に関し、①同年３月７日に、Ａにおいて、夕食後と翌日
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朝食後の薬を取り違え、Ｎ 入所者、Ｎ 入所者、Ｎ 入所者及びＮ 入所１ ３ ４ ５

者に服用させる事故があったこと、②Ａは、以前にも同様の事故を起こし

ていることを報告するとともに、Ａが、投薬は看護師の仕事であるから、

事故は看護師の責任であると責任転嫁しているとの趣旨の意見を述べた

（なお、１７．６．１１事故の具体的な内容についてまでは報告しなかっ

た 。。）

、 、「（ ） 。」これに対し 保護者からは Ａに 辞めてもらったほうがよかった

とのＮ 入所者の母親の発言や 「どこかに配置転換して、二度と帰って、１

きてほしくない 「ああいう子供（知的障害者）と思って、ばかにして。」、

いるのか 」などと、Ａを批判し厳しく対処すべきであるとする多数の意。

見が出されたほか 「園長がだらしないから」として、Ｈ園長の責任を追、

及する意見もあった。最終的に、合同保護者会は 「生命の安全にかかわ、

る重大なミスを二度も起こし、反省もしない職員は、他部門へ配置転換す

、 。」 、る等 厳しく人事上の措置をしてほしい 旨の要請書を法人に提出する

具体的な内容については、役員に一任することを満場一致で決定した。

（16）１８年４月下旬、Ｑ保護者会会長は、同月１５日の合同保護者会総会に

おける決定を受け、Ｈ園長に対し 「薬の服薬ミスに対する指導の徹底に、

ついて（要請 」と題するＨ園長あて文書（以下「１８．４要請書」とい）

う ）を手渡すとともに、Ａの配置転換等を口頭で要請した。１８．４要。

請書の内容は 「 Ｈ園長から）報告を受けた保護者からいろいろな質問、（

がされると同時に、その職員に対する失望や、同じミスを繰り返したこと

に対しての怒りと責任の追及の声が、幾人もの保護者からあがりました。

これを受け協議の結果、この種のミスは、生命に関わる問題で厳しく対処

すべきであるなどとの意見が多数出されました 「施設利用者の大半は。」、

判断能力に劣り、自分で意志の表現もかないません。したがって、職員の

皆さんの援助がすべてでありますので、再び同じミスが起こらないよう指
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導の徹底と万全の注意をもって対処していただきたいと思い、保護者会の

総意として、文書をもってお願いします 」などとするものであった。し。

かし、１８．４要請書には 「Ａの配置転換等を求める」などとする文言、

は記載されていなかった。それは、Ｑ保護者会会長が 「保護者会の皆さ、

、 、んの気持ちと少し表現がかい離し ちゅうちょするものがあったけれども

保護者会において、文書で、職員の人事についてまで法人に要請すること

は越権行為のように思うから、Ａの配置転換等は、口頭で強くお願いしよ

う 」と判断したことによるものであった。。

（17）１８年５月６日、入所部保護者会（出席保護者数１５名）が開催され、

Ｑ保護者会会長は、①Ｑ保護者会会長からＨ園長に対し、１８．４要請書

を手渡した、②ただし、保護者会が文書で職員の人事についてまで法人に

要請することは越権行為のように思うから、保護者から要望の強かったＡ

の配置転換等を求める要請については、１８．４要請書に盛り込まなかっ

たが、口頭でその旨強く要請したなどと報告した。

これに対し、保護者からは 「あれだけ念を押したのにどうして要請し、

。」、「 、 。」、ないのか 親の気持ちとしては はっきりと要請書に書いてほしい

「保護者会で決定したことではないか 」などと、同年４月１５日の合同。

保護者会総会における決定どおりに、Ａに対する配置転換等の厳しい措置

を求める文言を盛り込んだ要請書に差し替えるべきであるとする意見が多

数出されたため、Ｑ保護者会会長は、これらを踏まえ、１８．４要請書を

差し替える旨答えた。

なお、法人側から出席したＨ園長は、１８．４要請書による要請及びＱ

保護者会会長による口頭要請については、真しに受け止め、法人として検

討したい旨述べた。

同日、Ｑ保護者会会長は、１８．４要請書に、新たに「保護者会として

は、生命の安全に関わる重大なミスを二度も起こし、反省もしない職員は
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他部門へ配置転換する等、厳しく人事上の措置をしてほしい旨の要請書を

法人に提出することを、満場一致で決定しました 」との文言を加えた同。

（ 、 ． 。 「 ．日付け文書 その余の文言は １８ ４要請書と同一である 以下 １８

５要請書」という ）を作成し、翌日、Ｈ園長あて送付した。。

（18）１８年５月１０日、Ｂ常務は、陣屋の森の介護職員で、同年６月３０日

をもって退職したい旨の退職届を同年５月２日に提出していたＬ職員（当

時５５歳）の後任に、Ａ（当時５４歳）を充てることを決め、Ｈ園長に対

し、Ａに内示するよう指示した。

なお、当時、陣屋の森の職員数は７名（看護師１名、介護福祉士３名、

無資格者３名）であり、Ａは、Ｌ職員と同じく、介護施設職員としては取

得していることが望ましい国家資格（看護師、介護福祉士、社会福祉士）

はもちろんホームヘルパー、ケアマネージャーの資格さえ有していなかっ

た。

（19）１８年５月１１日、Ｈ園長は、Ａと向かい合って立っていたＮ 入所者６

が、手を抱くようにして、おびえた様子で、後ずさりしているところを目

にした。Ｈ園長は、Ａに対し、どうしたのか尋ねると、Ａは 「Ｎ 入所、 ６

者がつばを吐きかけたり、つねったりするので、強く指導しなければ 」。

などと答えた。Ｈ園長は、Ａに対し 「つばを何回吐きかけられても、Ｎ、

入所者はこういう施設に入っているのであるから、逆上して、怒鳴るよ６

うなことはしてはならない 」旨注意した。その際、Ｈ園長は 「今度の。 、

異動で、陣屋の森のほうに行ってもらうかも知れない 」などというと、。

Ａは 「すみません、すみません」と繰り返した。、

なお、Ｎ 入所者は、日ごろから、つばを吐きかける等の問題行動を繰６

り返していたものであり、Ｈ園長も就任以来、Ｎ 入所者からつばを吐き６

かけられたり、つねられたりしていた。

（20）１８年５月１８日、法人及び組合は、１８年度給与改定に関し５項目に
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（ 「 ． ． 」 。） 。わたる協定書 以下 １８ ５ １８協定書 という を取り交わした

その第４項は、１７．６．４協定書第３項の一部（職員の施設間異動の事

前通知期間に関する部分）と同趣旨であった。

（21）１８年５月２４日、Ｈ園長は、宿直明けのＡを会議室に呼び、１８．５

要請書の内容等を説明した上で 「陣屋の森のＬ職員が（同年）５月末で、

退職する。また、１７年に採用した高齢福祉部の職員が障害福祉部を熱望

している。そこで、Ａには、陣屋の森に異動してもらう 」などと通知し。

た。これに対し、Ａは、①知的障害者の支援業務と老人の介護業務とは根

本的に仕事内容が異なっている、②これまで法人採用後の１年間を除き、

知的障害者更生施設員光園入所部で支援職員（ 指導員 ）として勤務し「 」

ており、老人の介護業務は無資格であるので難しい、③執行委員長の異動

については、１か月前に組合に話を持って来るのが当然である、との考え

から 「 陣屋の森には）行けません 」とだけ答えた。、（ 。

（22）１８年５月２４日、組合は、山口自治労連と連名で、法人の理事長（当

時、Ｒ）に対し 「 同年）５月２４日、Ｈ園長からＡ委員長に対し （同、（ 、

年）６月ころから遠方の陣屋の森へ異動するよう口頭で通知された 「組」、

合員からの隔離政策で事実上組合活動ができなくなる」などとして、本件

団交を申し入れた。本件団交申入書において、組合は、①本件配転をしな

いこと、また、どうしてもＡ委員長の異動を行う必要がある場合には、人

選理由を明確にし、Ａ委員長の同意を得て、本部施設内での異動とするこ

と、②夜勤（夜勤手当）がなくなる場合には、月額賃金が３万円も下がる

ので、一定金額を補償することを要求事項とした。

（23）１８年５月３０日、本件団交が行われ、法人側からは、Ｅ総務部長、総

（ ） （ 「 」務部研修室長 職員研修及び労務管理担当 であるＳ 以下 Ｓ研修室長

という ）及びＨ園長の３名が、また、組合側からは、Ａ委員長、山口自。

治労連の書記長であるＴ外２名が出席した。
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組合側は、組合活動に不利益が生じるなどとして、本件配転の撤回を要

求するとともに、本件配転を撤回しないのであれば、夜勤手当相当額を支

。 、 、 、 ．払うよう要求した これに対し 法人側は 本件配転の理由として １７

６．１１事故及び１８．３．７事故に関することだけを説明した上で、①

本件配転は、通常の人事異動の一環であり、撤回はあり得ない、②異動に

伴い夜勤がなくなる（収入が減る）としてその補償を要求することには、

到底応じられない旨回答した。組合側は、再度、本件配転の撤回等を要求

したが、法人側は、上記以上の説明及び回答はしなかった。その後、法人

側は、Ｓ研修室長から「これ以上議論を続けても同じことの繰り返しだか

ら、もう止めます 」と発言し、組合側からの「今日時間がないのであれ。

ば、もう一度団体交渉を行ってほしい 」との要求に対し 「本件配転は。 、

決まっているから、団体交渉は行わない 」と回答し、同日の交渉を終了。

させた。上記交渉の時間は、３０分程度であり、法人側は 「既に決定し、

、 」た本件配転について 組合との団体交渉により変更することはあり得ない

との方針を立てて、上記交渉に臨んでいた。

なお、同日以降、本件再審査結審時までに、組合が法人に対し本件団交

を申し入れた事実はなく、本件団交は行われていない。

（24）１８年５月ころ、Ｂ常務は、Ｈ園長同席の応接室で、Ｉに対し 「資格、

（社会福祉士、ケアマネージャー）も持っており、法人の勤務も長く、頭

もいいのであるから、もう少ししっかりして、職場の責任者になるよう仕

事を頑張ってほしい 」などと話した。。

その際、Ｂ常務は、Ｉに対し 「組合員数は何人か 」と、また、職員、 。

数名（Ｋ、Ｕ、Ｖら）の名前を挙げて 「組合員か否か 」と尋ねた。こ、 。

れに対し、Ｉは、組合が公開していない組合員名を明かすべきでないとの

考えや、また、同年４月以降、それまで副執行委員長として行っていた法

人との団体交渉や組合会議への出席等の組合活動から離れていたため、職
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員の組合加入の有無等について把握するのが困難であったことから 「分、

かりません 」とだけ答えた。。

なお、当時、Ｂ常務は、Ｉが法人との団体交渉に出席しなくなったこと

等から、同人が組合活動から離れ始めていると推測していた。

（25）１８年６月１日、Ａは、知的障害者更生施設員光園入所部から陣屋の森

に配置転換（本件配転）され、その後任として、特別養護老人ホーム員光

園に勤務していたＷ（１７年採用。以下「Ｗ職員」という ）が同入所部。

に異動した。また、同日付けで、陣屋の森に勤務していた看護師１名は、

前日付けで看護師１名が退職した特別養護老人ホーム員光園に異動した。

なお、Ａは、Ｌ職員の後任として異動したものであるが、Ｌ職員は、その

１か月後の１８年６月３０日まで勤務していた。

本件配転により、Ａ委員長は、１２年２か月間にわたって従事してきた

知的障害者の支援業務とは異なる老人の介護業務に従事することとなった

上、陣屋の森が通所型の介護施設であり、夜勤がなくなったため、これま

で支給されていた夜勤手当（１日当たり５０００円で、毎月２万円から３

万円）の支給を受けられなくなった（その余の賃金の減額はない 。ま。）

た、陣屋の森から本部施設まで車で１０分程度の距離があるため、Ａ委員

長は、自ら本部施設で行っていた組合活動（①朝の組合ビラ配り、②昼休

みの組合費の集金、③夕方就業直後における法人との事務折衝等）につい

、 。 、 （ ）て 時間的に制約されることになった 他方 Ａ委員長の通勤時間 片道

、 、 、については 本件配転前は徒歩で約１時間 車で約１０分であったものが

本件配転後は徒歩で約１５分、車で３、４分となった。

（ ） 、 、 、26 １８年６月２日 法人は 組合に対し事前の協議や通知をすることなく

下関労基署へ就業規則の変更を届け出た（本件就業規則変更 。本件就業）

規則変更の内容は、①変形労働時間制（１か月以内。早出・日勤・遅出・

夜勤）の採用（就業規則第２６条、第２７条 、②懲戒解雇を含む解雇事）
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由について、具体的かつ詳細な内容に改めたこと（就業規則第１３条）等

であった。なお、上記変更の届出書の意見書欄には、労働者代表として、

Ｍ職員により、特に意見はない旨記載されていた。

（27）１８年６月３日、入所部保護者会（出席保護者数１８名）が開催され、

Ｑ保護者会会長は、１８．４要請書を１８．５要請書のとおり差し替えた

旨報告し、了承された。法人側から出席したＨ園長は、１８．５要請書に

ついて、真しに受け止め対応したいとした上で、本件配転及びＷ職員の転

入について報告した。また、Ｂ常務は、本件配転に対し抗議もあったが、

本件配転は正当な異動であり、法人としては「堂々と受けて立つ」ことに

している旨述べた。

第４ 当委員会の判断

１ 本件配転について（争点１）

（１）本件配転、すなわち、Ａが１８年６月１日付けで、知的障害者更生施設

員光園入所部から陣屋の森に配置転換されたことは、前記第３の２（25）

認定のとおりである。

（２）法人は、１８年４月１５日の合同保護者会総会において、１８．３．７

事故に関し、Ａが、投薬は看護師の仕事であるから事故は看護師の責任で

あると責任転嫁しているなどと、同月１日に各保護者と結んだ新契約書第

７条第２項（事業者は、本契約に基づく内容について、利用者の質問等に

対して適切に説明しなければならない （前記第３の２（14 ）が求めて。） ）

いると解される以上の内容を、誇張した意見を交えて、利用者の質問等に

応じてではなく法人側から積極的に報告している（同２(15) 。これは、）

法人の反組合的意図ないし動機をうかがわせるものである。しかし、

ア Ａの配転の必要性について

（ア）Ａは、１年に満たない間に、二度にわたり、入所者への投薬に関す
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る事故（１７．６．１１事故及び１８．３．７事故）を起こした（同

（ ）、（ ））。 、２ ５ 12 Ａ自身がその事故等報告書に記載しているように

１７．６．１１事故は 「他の利用者が誤って薬をのんだ場合、事故、

につながる」ものであり、また、１８．３．７事故は、同じミスを繰

り返さないよう注意したいとしていたにもかかわらず 「自分の思い、

込みで、朝夕の薬箱の違いに気付かず、服用させてしまった」もので

あって、いずれも、入所者の生命の安全をも害しかねないようなミス

であった。

そして、保護者は、知的障害者である自分の子供の支援を知的障害

者更生施設員光園にすべて任せており、同施設の運営状況やあり方、

、 、 、特にその支援職員の資質 障害者への気配り 対応の仕方等について

日ごろから関心を持って注視していたものであるから、上記事故は、

保護者のＡに対する不信を増大させるものであった。

（ ） 、 、 ． ． 、 、イ その上 Ａは １８ ３ ７事故に関し 当日の仕事を終えた後で

Ｏ看護師らの前で 「薬は看護師の業務にしてほしい 」などとその、 。

責任を他に転嫁するように受け取られるような発言をし、また、就任

して間もないＨ園長に対し、１８．３．７事故に関する上記事故等報

告書を提出したものの、二度も事故を起こしていることを知ったＨ園

長から何度も求められた始末書を提出することに応じない（同２（１

２ ）など、誠実に自己の上記事故に関するミスを反省しているとは）

いえない対応をしている。

上記の事情を総合すると、法人においては、Ａを少なくとも知的障害

者更生施設員光園以外の施設、すなわち、本命令書「法人施設一覧表」

（同１（１）イ）の②ないし⑧に配置換えせざるを得ない状況にあった

と認められる。なお、Ｑ保護者会会長からＨ園長あてに、Ａ委員長の配

置転換等を求める内容の要請書 １８ ５要請書 が提出されている 同（ ． ） （
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２（１７ ）が、上記のように、法人の主観的評価を交えた必要以上の）

報告が保護者会の反発を引き起こしたとも考えられるので、この点をＡ

の配転の必要性の判断に関し、評価の対象とするのは相当でない。

イ 配転先が陣屋の森であることの合理性について

（ア）法人は、上記アのとおりの状況にある中で、１８年５月２日、陣屋

の森のＬ職員から同年６月３０日をもって退職したい旨の退職届が提

出されたため、この欠員を補充する必要が生じた（同２（18 。））

（ ） 、 （ 、 、 ）イ Ａは Ｌ職員と同じく国家資格 看護師 介護福祉士 社会福祉士

はもちろんホームヘルパー、ケアマネージャーの資格さえ有していな

かった（同２（18 。しかも、Ａは、法人採用後の１年間を除き、））

高齢福祉部における介護業務の経験がなかった（同１（２）イ 。）

したがって、Ａを、十分な介護技術力やホームヘルパー、ケアマネ

ージャーの資格が必須の法人施設一覧表⑥ないし⑧に配転させること

はできない。また、比較的要介護度の高い利用者を対象とする同②な

いし④は、介護業務の経験がほとんどないＡの配転先として適切とは

いえない。

（ウ）法人は、今後の業務運営に関する運営会議（１７年４月１２日）に

おいて 「資格を必要とする部署の有資格者を異動させれば、他の有、

資格者の異動も必要となり、職員の組合せ、バランスを考えなければ

ならない 「将来的にキャリア化が法整備され、介護福祉士がいな」、

ければ減算の対象になる 「職員のキャリアアップのため、介護福」、

祉士受験資格を取得できるように、早急に障害福祉部から高齢福祉部

への異動を実施する必要がある」などとする内容の協議及び検討を行

っていたが、介護福祉士受験資格を取得するには、高齢福祉部におけ

（「 」、「 」） 、る介護業務 介助員 介護職 の経験年数３年が必要であって

障害福祉部における支援業務（ 支援員 「指導員 ）の経験は何年「 」、 」
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あってもこれを取得できないものであった（同２（２ 。））

（エ）Ｌ職員の後任として配置転換の対象となり得る他の職員で、Ａの事

情以上に配置換えすべき理由があった職員は見当たらない。

上記の事情からすれば、法人の人事管理上、比較的要介護度の低い利

用者を対象とする陣屋の森をＡの配転先としたことには、相応の理由が

認められる。

ウ 配転先が陣屋の森であることによる影響について

本件配転により、Ａ委員長は、通勤時間が短縮されたものの、法人採

用後１年間しか経験したことのない老人の介護業務に従事することとな

った上、毎月２万円から３万円（夜勤手当相当額）の収入減となり、ま

た、組合活動面においても、本部施設における朝の組合ビラ配り、昼休

みの組合費の集金、夕方就業直後における法人との事務折衝等に関し時

間的に制約を受けることになった（同２（25 。））

しかしながら、法人の人事管理上、障害福祉部及び高齢福祉部間の異

動並びに本部施設及び本部施設以外の施設間の異動はやむを得ないもの

であること、また、Ａ委員長の上記収入減は、陣屋の森が通所型の介護

施設であるため、夜勤がなくなったことによるものである。また、陣屋

の森から本部施設に移動する時間はおよそ１０分程度にすぎないから、

勤務時間終了後の本部施設における組合活動をすることは十分可能であ

り、本部施設の組合員らと協力して組合活動をすることもできるものと

考えられる。したがって、上記のような状況には、相応の理由が認めら

れる。

以上を総合勘案すると、本件配転は、不合理な措置であるとはいえず、

かつ、法人の反組合的意図ないし動機は否定し得ないものの、Ａ委員長の

投薬ミス等を奇貨として、あえて組合員のいない陣屋の森に配転したもの

とまでは認め難い。
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（３）したがって、本件配転は、労組法第７条第１号及び第３号の不当労働行

為に当たらない。

なお、下記３で判断するとおり、本件団交における法人の対応は不誠実

。 、 、 、 ． ．であるといわざるを得ない しかし 法人は Ａ委員長に対し １７ ６

． ． （ ）４協定書第３項及び１８ ５ １８協定書第４項に定める期限内 ８日前

に本件配転を通知し、本件団交にも応じている（前記第３の２（４ （1）、

8 （20 （21 ）ので、そのことは、上記判断を左右するものでない。）、 ）、 ）

２ 支配介入の成否

（１）本件Ｃ園長言動について（争点２）

前記第３の２（６）認定のとおり、１７年１０月２７日午前９時３０分

ころ、Ｃ園長は、知的障害者更生施設員光園の中庭において、Ｄに対し、

日ごろの支援の仕方について 「入所者に対して怒鳴るように声をかける、

。」 、「 。」、のは虐待の一種である などと注意した上で 職安に行かせたくない

「Ａと立場が違う 「Ａとつるんでいてはいけない 「不当労働行為。」、 。」、

というのはもう少し正確にとらえなければ 」などと発言した。その１５。

分程度の間、Ｃ園長は、最初は立ったまま、途中からＤとベンチに腰掛け

（Ｄの左側 、Ｄの肩か後ろ襟首辺りに右手を置き、引き寄せるように顔）

を近づけたりして、話をした。

上記発言の趣旨につき、法人は、Ｃ園長はＤに対し、同人の入所者に対

する支援の仕方に問題があるため注意及び指導したにすぎないと主張し、

Ｃ園長は、初審第１回審問において 「Ｄが知的障害者の支援に不適とい、

うことで、いやになって辞めさせたくない。これから子供を育てていかな

ければならないＤは、孫のいるＡとは今後の人生の取組方が違う。Ｄの活

躍を期待し、Ｂ常務に要請するなどして来てもらっているのであるから、

自らの立場を考えてほしい 「組合活動を行うということについて、経。」、

営者側と切磋琢磨して、それだけ職場をよくしていくものというようにと
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らえるならば、何でもすぐに不当労働行為などと主張するのはいかがなも

のか 」といった思いであった旨証言している。。

しかし 「職安に行かせたくない 」とは 「失業させたくない 、すな、 。 、 。」

わち、辞職ないし法人による解雇を示唆するものであり、また 「Ａとつ、

るんでいてはいけない 」とは 「執行委員長のＡと一緒に行動してはい。 、

けない 、すなわち、暗黙に組合からの脱退を要求するものであること。」

は明らかである。Ｃ園長の上記証言は単なる後付の弁解にすぎず採用する

ことができない。

法人の上記主張は失当であり、Ｃ園長の上記発言は、組合の組合運営に

対し支配介入したものとして、労組法第７条第３号の不当労働行為に当た

る。

（２）本件Ｂ常務発言について（争点３）

Ｂ常務が、１８年５月ころ、Ｉに対し 「組合員数は何人か 」と、ま、 。

た、職員数名の名前を具体的に挙げて 「組合員か否か 」と尋ねたこと、 。

は、前記第３の２（24）認定のとおりである。なお、この点に関し、法人

は、Ｂ常務の「憶えがない。言っていないと思う （初審③６５頁）と。」

の証言を根拠として、上記発言の事実はない旨主張する。しかしながら、

上記証言は、組合員数等を尋ねたことはないと断言するものではなく、他

方、Ｉの証言（初審③１１～１２頁）は、日時は特定できないものの、Ｂ

常務が尋ねたとする職員の名前を具体的に挙げるなど信ぴょう性があるか

ら、これを採用する。したがって、法人の上記主張は失当である。

そして、Ｂ常務は、Ｈ園長同席の応接室で、Ｉの勤務振り等に関して話

をした際、上記発言をしたものであるが、その趣旨（理由）につき、法人

は何ら説明していない。また、Ｃ園長の「 Ｂ常務は、組合を）毛嫌いす（

る 「私も、好きか嫌いかといえば、Ｔ（山口自治労連書記長Ｔ）さん。」、

もよく知っているように Ｔさんを好きと言ったことは一回もない 人、 。」、「
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は、６０歳過ぎれば変われない。私は変わりたいと思っているけれど 」。

（初審①１９～２１頁）との証言から、Ｂ常務の反組合的意図ないし動機

がうかがえる。

そうすると、Ｂ常務の上記発言は、内部干渉するなど組合弱体化意図を

もって行われたものと判断するのが相当であり、労組法第７条第３号の不

当労働行為に当たる。

３ 本件団交の不誠実性について（争点４）

（１）労働組合が、組合員に対する配置転換命令に関し団体交渉を申し入れた

場合には、使用者は、その配置転換の具体的な必要性、組合員を配置転換

の対象者に選択した理由、異動に伴う労働条件の変更内容等について具体

的に説明したり、必要な資料を提示するなど、誠実に対応すべきである。

特に、本件においては、執行委員長のＡが本件配転の対象者であり、法人

としては、組合が、組合弱体化のために本件配転が行われるものではない

かとの疑念を持つことが当然に予測し得たはずであるから、本件配転の対

象者にＡ委員長を選択した経緯・理由等に関し懇切な説明を行う義務があ

るというべきである。

（２）１８年５月３０日に行われた本件団交の状況は、前記第３の２（23）認

定のとおりである。

すなわち、組合が、組合活動に不利益が生じるなどとして、本件配転の

撤回を要求するとともに、本件配転を撤回しないのであれば、夜勤手当相

当額を支払うよう要求したのに対し、法人は、本件配転の理由として、１

． ． ． ． 、７ ６ １１事故及び１８ ３ ７事故に関することだけを説明した上で

①本件配転は、通常の人事異動の一環であり、撤回はあり得ない、②異動

（ ） 、に伴い夜勤がなくなる 収入が減る としてその補償を要求することには

到底応じられない旨回答した以上には何ら説明等をせずに 「同じことの、

繰り返しだから、止めます 」と発言し、組合からの本件団交継続の要求。
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、「 」 、 。にも 本件配転は決まっている として応じず 本件団交を終了させた

本件配転の撤回要求は義務的団交事項に当たるところ、法人は、組合が

組合活動に不利益が生じると主張したことに対して、その理由等を聞こう

とすらせず、本件配転の対象者にＡ委員長を選択した経緯・理由等の説明

も全くしなかった。また、Ａは、本件配転により、夜勤がなくなって毎月

２万円から３万円の収入減となる（同２（25 ）のであるから、Ａを本件）

、 、配転の対象者とした理由につき具体的に説明すべきであったのに 法人は

ただ単に「通常の人事異動の一環である」とする以上の説明をしていない

（法人の本件再審査における主張の「習熟した介護職員の補助を必要とす

るＡにとって、陣屋の森は最適な実務経験習得場所である」ことなどにつ

いては何らの言及もない 。加えて、同２（21）認定のとおり、Ｈ園長。）

は、同月２４日にＡを呼び出した際には、Ｌ職員が同月末に退職するので

陣屋の森に異動してもらうなどと本件配転を通知していたにもかかわら

ず、上記交渉において、法人は、本件配転の時期がＬ職員の退職予定日の

１か月前であることやその理由について、一切説明していない。

（３）法人は、本件団交において、法人が本件配転の理由について十分説明し

たのに対し、組合は本件配転は認められないなどと主張し、議論が堂々巡

りに陥ったものであるから、本件団交を打ち切ったとしても不誠実団体交

渉には当たらない旨主張する。

しかしながら、本件団交の状況は上記のとおりであって、法人は 「既、

に決定した本件配転について、組合との団体交渉により変更することはあ

り得ない」との方針に基づいて本件配転についての説明をしたものにすぎ

ず、極めて不十分であって、その対応は不誠実であったといわざるを得な

い。

法人の上記主張は失当であり、本件団交における法人の対応は、労組法

第７条第２号の不当労働行為に当たる。
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４ 本件就業規則変更について（争点５）

（１）法人は、本件就業規則変更については、労働基準法第８９条及び第９０

条に基づき適正になされたものであり、また、組合員名等その実態を明ら

かにしないような不誠実な組合に対しては、信義則上、本件就業規則変更

の事前協議は不要と解すべきであるから、組合との事前協議を行わなかっ

たからといって、団体交渉拒否には当たらない旨主張する。

確かに、組合は、法人に対し、本件就業規則変更につき、団体交渉の申

入れをしていたわけではない。また、本件において、法人から交渉申入れ

をすべき義務があると解すべき特段の事情も認められない。

（２）ところで、前記第３の２（26）認定のとおり、本件就業規則変更の内容

は、変形労働時間制の採用、懲戒解雇を含む解雇事由の改定（具体的かつ

詳細化）等、基本的労働条件にかかわるものであり、義務的団交事項に当

たることは疑問の余地がない。しかも、組合と法人は、１７．６．４協定

書において 「賃金及び労働条件の変更及び決定については、労使対等の、

原則に基づき、労使が誠意ある交渉を行う （第１項）ことを、１８．。」

１．２０協定書においても 「労働条件の改定、改廃に関する事項」を団、

体交渉事項とする旨（第４項）を、それぞれ約定している（同２（４ 、）

（10 。もっとも、上記各協定書の各条項は、いわゆる「事前協議約款」））

を定めたものではない。

しかしながら、上記のとおり重要な労働条件の変更であり、かつ、法人

と組合との間には上記のような協定が結ばれていたのであって、その締結

時期との関係からしても、法人は、労使関係の信義則上組合に事前協議を

申し込むか、少なくとも変更する旨を通知すべきであったというべきであ

る。それにもかかわらず、法人は、１８年６月２日、組合との事前協議は

もちろん何らの通知をすることもなく、下関労基署へ本件就業規則変更を

届け出ている。これは、労使関係において対等な当事者であるべき組合を
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軽視し、組合の立場を著しく不安定にするものであり、その団結力及び団

体交渉力を減殺し、組合を弱体化するおそれのある不当な行為であって、

労組法第７条第３号の不当労働行為に当たるというべきである。

なお、組合は、１７年３月２日、法人に対し、Ａ委員長ほかの役員名簿

を添付し、組合結成通知書を交付している（同２（１ ）のであるから、）

それ以上に組合員全員の氏名が明らかでないことは、上記のような協議等

をしないことの正当な理由となるものではない。

５ 救済方法

本件当事者間の労使関係、労使紛争の推移等を考慮すると、法人に対し、

初審命令主文第２項記載のとおり支配介入行為を禁じるとともに、この支配

介入行為並びに本件団交における法人の対応及び組合に対する事前の協議や

通知なしの本件就業規則変更について、文書手交を命じるのが相当である。

６ 結論

以上のとおり、本件配転は不当労働行為とは認められず、この点に関する

本件再審査申立てには理由があるので、初審命令主文第１項を取り消し、こ

れにかかる救済申立てを棄却し（主文Ⅰ 、各支配介入（初審命令主文第２）

項）に関する本件再審査申立てには理由がないのでこれを棄却する（主文

Ⅲ 。また、初審命令主文第３項ないし第５項を前記趣旨に従って変更する）

こととする（主文Ⅱ 。）

よって、労働組合法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労働

委員会規則第５５条の規定に基づき、主文のとおり命令する。

平成２０年６月１８日

中央労働委員会
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